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	日本共産党北区議員団
	はじめに

	第1章　すこやかに安心してくらせるように
	第1節　健康、医療施策の充実を
	1、食生活や運動など健康づくりについて、遊休施設や空き店舗などを積極的に活用し、場の確保や活動を支援すること。
	2、事業所や労働基準監督署などと連携し、メンタルヘルスケアのとりくみを拡充すること。
	3、区民健診（特定健診も含む）については、
	4、各種がん検診については、
	5、特定保健指導について
	6、特定高齢者健診については、
	7、障害者健診については、
	8、健康相談事業については、
	9、保健所と健康相談係の組織を同一ラインとすること。
	10、インフルエンザ予防接種への補助制度を拡充すること。
	11、国民健康保険事業については、
	12、国民健康保険事業に対する国庫補助を、当面45％に復元させること。また、国民健康保険料は、東京都の責任を明確化しなが
	13、後期高齢者医療制度については、
	14、70～74歳までの窓口負担を来年4月から、1割から2割へ引き上げないよう国にもとめること。
	15、医療費抑制の構造改革をやめ、診療報酬の改善、医師をはじめとしたマンパワーの確保、救急体制の確立、療養ベットの削減中
	16、城北地域における医療、特に周産期医療については、都立豊島病院の分娩の再開や救急医療体制の強化をもとめ、あわせて王子
	17、東十条病院については、
	18、都立病院について以下の点を東京都にもとめること。
	19、印刷局東京病院について、以下の点を独立行政法人国立印刷局にもとめること。
	20、東京北社会保険病院については、

	第2節　介護保険制度の改善について
	1、介護認定の改善については、
	2、地域包括支援センターについては、
	3、介護予防の要支援1、2と判定され、介護サービスの利用制限を受けた方々に対して、
	4、介護予防事業（地域支援事業）については、
	5、保険料については、
	6、利用料については、
	7、介護施設等、基盤整備については、
	8、老人保健施設の運営について
	9、介護職員の質の向上を事業所まかせにせず、研修システムを確立し、希望するする全てのヘルパーが受講できるよう支援すること
	10、介護サービスを受けていない高齢者への生活維持と在宅で介護をしている家族の休養の機会を積極的に確保するため、（仮称）

	第3節　高齢者福祉について
	1、認知症高齢者へのとりくみについて
	2、介護保険で認められていない通院への付き添い、散歩や近隣施設への外出介助、同居者の食事準備など生活実態に合わせて、北区
	3、介護が必要でない高齢者に対しても、電気器具や家具の修理、窓の清掃などサービス提供がおこなえるようにすること。
	4、要援護高齢者支援事業（病気や緊急の際、保健師や看護師、理学療法士などを派遣し、生活の安定をはかる）の区民周知をおこな
	5、シルバーカーやT字杖、入浴補助用具を貸与すること。
	6、訪問理髪サービス、紙オムツ支給事業の対象者を要介護3までに拡大すること。
	7、会食サービスの場所を増やすとともに、ふれあい配食サービスを復活すること。
	8、地域ささえあい事業、高齢者の自主的サークルやクラブ活動等にともなう施設使用料は、減額すること。また、活動への補助を拡
	9、（仮称）介護手当、生きがい手当、電話料金助成など、高齢者への経済給付的事業を新設すること。
	10、高齢者ヘルシー入浴券（敬老入浴券）を増やすこと。
	11、シルバーパスについては、
	12、老人クラブの運営支援については、

	第4節　障害者自立支援法の下で、北区の障害者福祉の実績を後退させないために
	1、応益負担の撤回や施設運営費の日払い方式を月額補助にもどすなど、障害者自立支援法の全面見直しを国にもとめること。
	2、障害程度区分認定、サービス支給決定については、
	3、利用者負担の軽減策については、
	4、施設運営への支援については、
	5、あすなろ福祉園の改修については、
	6、若葉福祉園については、
	7、障害者センターについては、
	8、地域生活支援事業については、補助金の大幅な増額を国にもとめるとともに、小規模作業所、地域生活支援センター、ガイドヘル
	9、福祉作業所や共同作業所など小規模作業所については、
	10、精神障害者地域生活支援センターについては、
	11、精神障害者就労支援事業については、
	12、精神障害者就労移行支援事業については、
	13、精神障害者就労継続支援雇用型の設置を検討すること。
	14、アルコールや薬物依存症などの早期発見、早期治療の啓発に力を入れること。また、依存症からの回復や社会復帰施設、作業所
	15、視覚障害者への事業については、
	16、聴覚障害者への事業については、
	17、知的、精神障害者のグループホームについては、
	18、重度身体障害者グループホームについては、入居者負担を軽減するため、家賃補助を実施すること。
	19、重度身体障害者のヘルパー派遣について24時間対応とすること。
	20、重度身体障害者ヘルパーの報酬単価を引き上げるよう国にはたらきかけること。
	21、知的及び、身体障害者の入所施設増設を都にはたらきかけるとともに、区としても設置すること。
	22、借り上げ等による障がい者住宅を整備すること。
	23、障害者自立生活体験事業（宿泊訓練事業を含む）を、民間と協働して実施し、拡充をはかること。
	24、障害者センターでの緊急一時保護事業およびショートステイ事業については、愛の手帳1度、障害者手帳1級、友人、地域等の
	25、みずべの苑の緊急一時保護及びショートスティのベットは残すこと。
	26、発達につまずきのある子どもへの支援について
	27、障害児の放課後事業については、助成を拡充するとともに、拠点が拡がるよう区の未利用施設活用を検討すること。
	28、福祉タクシー券については、
	29、障害者無料乗車券については、区内を運行する民営バスでも使えるよう関係機関にはたらきかけること。
	30、北区障害者計画の策定とその実施状況については、従来の部会だけでなく、作業所連絡会などをつくり、日常的な情報交換や施
	31、心身障害者福祉手当が3障害全てに支給されるよう国及び都にはたらきかけること。

	第5節　本気の子育て支援、子どもの権利が守られる施策の充実を
	1、（仮称）「北区子どもの権利条例」を制定すること。
	2、経済的支援の拡充については、
	3、子育てを支える労働環境の整備については、
	4、認可保育園については、
	5、区立保育園については、
	6、私立保育園については、
	7、無認可保育室については、
	8、認証保育所の保育の質を向上させるため、区の単独加算を実施するなど、十分な指導と援助をおこなうこと。
	9、私立幼稚園については、
	10、認定子ども園については、
	11、児童館については、
	12、学童クラブ事業については、
	13、児童虐待防止のために、
	14、育ち愛ほっと館については、
	15、プレイパーク（冒険遊び場）を住民と協働し、継続すること。また、プレイリーダーの育成や補助を拡充すること。
	16、中高生の居場所づくりについては、社会教育施設や鉄道及び高速道路の高架下を活用するなど、関係各課が連携して進めること

	第6節　生活困難者世帯への対応について
	1、ひとり親家庭支援については、
	2、生活保護行政については、
	3、水道、電気、ガス等のライフラインについては、行政機関との連携をはかり、利用料滞納を理由とした供給停止を機械的におこな


	第2章　一人ひとりがいきいきと暮らせるにぎわいのある平和なまちを
	第1節　雇用対策の充実を
	1、雇用創出政策を国、都に立てさせ、実行をせまること。
	2、ワーキングプアや、いわゆる「ネットカフェ難民」をなくすために、以下のことを国にもとめること。
	3、ワーキングプアや、「ネットカフェ難民」をなくすために、北区として以下の点にとりくむこと。
	4、かつての勤労福祉会館・青少年センターや若者雇用サポートセンターなど、若者のための複合施設をつくること。
	5、赤羽しごとコーナーの高架下移設にあたっては、
	6、シルバー人材センター独自の仕事を拡大すること。

	第2節　中小企業振興のために
	1、(仮称)「北区中小企業振興条例」を制定すること。
	2、区内中小零細企業への悉皆調査を実施し、実態に見合った施策とすること。
	3、産業振興部を創設すること。
	4、商店街支援については、
	5、不況対策資金融資のゼロ金利を継続し、保証協会の保証なしで実施するよう金融機関へ要請すること。また、金融機関、信用保証
	6、大型店の出店に際しては、小売商業調整特別措置法（商調法）を活用し、区として積極的な対応をすること。
	7、売り場面積500平方メートル超の小売店、同300平方メートル以上の深夜営業チェーン店等に対し、近隣住民の合意規定を含
	8、区内業者育成のために
	9、ものづくり支援のための調査・交流事業の拡充とともに、「KICC事業」の推進につとめること。
	10、都立産業技術研究所の機能が存続するよう都にはたらきかけること。

	第3節　人格の形成をめざす学校教育について
	1、憲法の精神が生かされる教育をすすめること。
	2、競争心をあおり、教育に差別と選別を持ちこむような「学力テスト」は実施しないこと。
	3、30人学級については、
	4、学力パワーアップ事業については、
	5、困難をかかえる学級に対しては教職員体制を拡充すること。
	6、特別支援学級について
	7、プール授業の水泳指導補助員を拡充すること。当面、単学級すべてに配置すること。
	8、栄養士については、
	9、各学校の生ゴミ処理機のとりくみ状況を把握し、稼働できるよう支援すること。
	10、学校に要員を配置し、安全対策に万全を期すこと。
	11、スクールカウンセラーを計画的に増員すること。また、待遇改善につとめること。
	12、専任司書教諭ならびに司書を配置すること。また、各学校図書の現状調査をおこなうこと。
	13、北区学校適正配置計画（案）については、
	14、就学援助認定にあたっては、教育に格差を持ち込まないために、不況による生活の変化等に常時対応すること。あわせて、制度
	15、学校の令達予算の配当のあり方を詳細に点検し、教材・教具、保健、給食などの充実改善をはかること。その際、校長、教員、
	16、「子どもの意見表明権」を尊重し、開かれた学校づくりをすすめるために生徒、教職員、PTA、地域住民による四者協議会を
	17、「不登校」等の問題にとりくんでいる団体やグループにたいし、区民施設利用料の減免や、区の遊休施設の貸与などの支援をす
	18、定年退職後の教職員に対する再雇用制度を北区として継続すること。

	第4節　学校の施設整備について
	1、一般の設備整備については、
	2、学校改築に関しては、
	3、富士見中学校と十条中学校の統合については、
	4、王子小学校及び王子桜中学校の改築にあたっては、給食室の広さの確保と共に、学校2校分の栄養士の配置をすすめること。
	5、明桜中学校の新築については、旧豊島中学校の土壌汚染対策に万全を期すこと。
	6、学校統合等の跡地ならびに諸教育施設については、地域の教育財産であったことを重視し、できるだけ教育財産としての活用計画
	7、アスベスト対策については、

	第5節　生涯学習の充実を
	1、誰もが参加し発言できる、図書館協議会をつくり、新中央図書館の運営や資料収集方針・計画、地区図書館ネットワークのあり方
	2、図書館については、
	3、赤羽西図書館のバリアフリー対策を急ぐこと。
	4、王子東地域内の三地区図書館を引き続き確保すること。
	5、子ども読書推進計画の中心に中央図書館を位置づけること。
	6、旧渋沢庭園の国指定重要文化財「晩香廬」の景観・美観を損なう展示・管理施設計画の変更をもとめること。
	7、飛鳥山の3博物館の合同企画展として「洋紙発祥の地・北区」を計画化すること。
	8、西が丘ナショナル・トレーニングセンター建設計画については、以下の点を文部科学省にもとめること。
	9、桐ヶ丘体育館については、建て替えを計画化すること。
	10、（仮称）赤羽体育館については、充分な競技スペースを確保するとともに、エアコン、駐車場、クラブハウス機能を備えたもの
	11、地区体育館10館体制を維持し、増設すること。あわせて建て替え期間中は代替機能を確保すること。
	12、北運動場については、透水性の向上、ホコリ対策等から「ロング･パイル方式」の人工芝の運動場として整備し直すこと。また
	13、元気ぷらざの温水プールに、1時間単位の利用料金を新設すること。また、障がい者・高齢者の減免制度をつくること。
	14、スリー・オン・スリーや、フットサル場を増やすこと。
	15、赤羽西に計画中の北区サッカー場の竣工予定を早めること

	第6節　平和に貢献する北区を
	1、北区の被爆者団体（双友会）の50周年記念式典や、記念誌発行に適切な助成をすること。
	2、双友会への助成金を復元し、見舞金を増やすこと。
	3、広島市と長崎市で毎年おこなわれている平和祈年式典に、区民、区、区議会の代表を派遣すること。
	4、区民による被爆体験の聞き取り活動を援助すること。
	5、北区平和宣言を「北区非核平和宣言」にすること。
	6、2020年までに核兵器の全廃を目指す諸行動に協力すること。
	7、国家賠償による被爆者援護法の制定を国にもとめること。
	8、区の発行してきた平和マップ等を活用し「平和の語り部」育成や平和教育をすすめること。
	9、飛鳥山の平和の女神像や北とぴあの平和祈念像など、北区の「平和資源」を内外に発信すること。
	10、北区平和条例を制定し、平和事業を飛躍的に拡充すること。
	11、憲法9条を守ること。
	12、テロ特措法に代わる新給油法の制定に反対すること。
	13、イラクに派遣されている航空自衛隊を直ちに撤退させるよう、国にもとめること。

	第7節　男女共同参画をめざして
	1、クオータ制の導入などで、各種委員会や審議会での女性の構成比率を高めること。
	2、選択的夫婦別姓制度を導入するよう、民法の改正を国にはたらきかけること。
	3、DV（ドメスティックバイオレンス）の相談については、関係機関との連携強化をさらに強めること。また、DV被害者が公的住
	4、乳児健診の育児相談アンケートについて、母親の育児を前提にして父親の育児協力を問う内容になっていることを改善すること。
	5、公共の男子トイレにオムツ替えの施設をつくること。
	6、同一労働・同一賃金の原則を確立し、男女格差を是正するよう関係機関にはたらきかけること。

	第8節　消費者施策について
	1、「振り込め詐欺」や「オレオレ詐欺」、「つぎつぎ販売」などを防止するために、関係機関と力を合わせること。
	2、割賦販売法の抜本改正（消費者保護のためにクレジット会社の責任を負わせるもの）を国にもとめること。
	3、都の消費生活センターなどと連携し、北区の消費者対策を講ずること。
	4、悪質リフォーム業者対策を講ずること。
	5、北区の消費者行政を抜本的に再構築すること。
	6、消費者行政審議会を区民参加でたちあげること。

	第9節　在日永住外国人に権利擁護のために
	1、地方参政権の実現を国に求めること。
	2、高齢の無年金者に対し、


	第3章　安全で快適なうるおいのあるまちづくりを
	第1節　まちづくりの基本について
	1、（仮称）北区まちづくり条例を住民参画で策定すること。
	2、都市計画マスタープランの改訂作業は、区民との共同作業でおこなうこと。若者世帯の定住化と、高齢者の居住継続、居住水準と
	3、中高層建築物の紛争予防条例、および居住環境指導要綱については、
	4、地区計画を積極的に活用し、絶対高さ制限を導入する区域、ワンルームマンションの建築を禁止する区域などをつくること。
	5、統合、休園等による学校、幼稚園、旧出張所等の跡地利用にあたっては、住民要望を十分に反映し、早期活用をはかること。当面

	第2節　防災対策の拡充
	1、「東京都北区地域防災計画」の修正にあたっては、
	2、「北区ハザードマップ」については、パブリックコメントの改善をもとめること。
	3、家具転倒防止器具の取り付け助成については、
	4、学校をはじめ、公共施設の耐震診断、耐震補強を促進すること。
	5、耐震改修の促進については、
	6、防災弱者・要援護者の把握については、住民の理解と合意をもとにすすめること。
	7、災害時要援護者に対しては、
	8、都条例で義務づけられた住宅用火災報知器取付けについては、
	9、都市型災害については、早急な改善策をはかるよう関係機関にはたらきかけること。
	10、豊島4、5、6丁目での大規模なまちづくり事業の機をとらえ、浸水対策をはかること。そのさい大型地下貯水槽を設置するこ
	11、豊島2、3丁目の浸水被害に対する原因調査と、防止策を早期に講ずること。
	12、神谷3丁目柏木神社付近、同1丁目22番地付近の慢性的出水対策をたてるよう関係機関にはたらきかけること。
	13、集注豪雨対策については、
	14、防災放送が聞こえない地域を解消すること。
	15、防災センター展示物をリニューアルすること。
	16、在日外国人への防災講座や訓練をいっそう進めること。
	17、崖地の上下に建てる大型建築物の、土木建築技術指針をつくること。

	第3節　快適で、うるおいのある住宅・まちづくりを
	1、住宅マスタープランの見直しについて、
	2、（仮称）共同住宅の建築と管理に関する条例骨子案に関しては、
	3、都営住宅の新規建設を再開するよう都にもとめること。
	4、都営住宅の名義承継制度変更の撤回と、当面の緊急対策として、「住宅困窮者」の特例範囲を広げることを都にもとめること。
	5、区営住宅の名義承継制度変更を撤回すること。当面の緊急対策として、「住宅困窮者」の特例範囲を広げること。
	6、都営・区営住宅の入居基準を満たしながらも、名義承継が認められなかった世帯には、生活保護行政、障害福祉施策で救済するな
	7、都営住宅の指定管理者については、民間不動産会社の導入をおこなわないよう都にもとめること。
	8、今後、区営・区民住宅の指定管理者として、民間不動産会社の参入を認めないこと。
	9、公社赤羽窓口センターの夜間開設、都住宅供給公社桐ヶ丘出張所の存続を都にはたらきかけること。
	10、都営桐ヶ丘団地再生計画については、以下の点を都にもとめること。
	11、都営神谷2丁目アパートの建て替えについては、以下の点を都にもとめること。
	12、都営田端アパートと同滝野川アパートの移転計画について以下の点を都にもとめること。
	13、UR（旧公団・都市再生機構）賃貸住宅については、以下の点を国、関係機関にはたらきかけること。
	14、赤羽台団地の建て替えについては、以下の点を都市機構にもとめること。
	15、西ヶ原1丁目のURによる賃貸住宅建て替えと開発については、
	16、外大跡地のURによる民間賃貸住宅開発については、
	17、区民住宅と小規模賃貸住宅建築助成による供給を復活充実すること。
	18、公営住宅入居資格がありながら民間賃貸住宅に入居する区民に対する入居保証制度、家賃補助制度（更新料補助制度）をつくる
	19、高齢者対象の借り上げアパート、シルバーピアなどの事業を大幅に拡大充実すること。あわせて高齢者の民間賃貸住宅入居支援
	20、ファミリー家賃補助については、区民事務所、児童館、保育園、小中学校などを通じての周知徹底をはかるとともに、増額や補
	21、3世代助成の助成額を引き上げるなど充実すること。
	22、近居助成を増額拡充すること。
	23、分譲マンションのバリアフリー改修や耐震改修に助成を実施すること。また、分譲マンション相談窓口を充実し周知すること。
	24、都市計画事業区域内での小規模賃貸住宅建設助成や、共同建築助成、高齢者向け賃貸住宅、グループホームなどの住宅、建築支

	第4節　環境対策の拡充を
	1、温暖化・気候異変から地球環境をまもるため、二酸化炭素、フロンなどの排出抑制、緑や水の確保、大気汚染防止の目標を定め、
	2、「北区環境基本条例」を内外に示し、その環境施策を大きく前進させること。
	3、区内4河川の水質の良化のため、浚渫（しゅんせつ）など関係機関にはたらきかけること。
	4、高速道路王子線の環境対策については、以下の点を首都高速道路株式会社へもとめること。
	5、公害被害者の早期・迅速な救済をはかるために、以下の点を、国及び関係機関にはたらきかけること。
	6、区内主要道路に騒音、振動、大気汚染などの自動記録装置を設置し、常時測定と集中管理をおこなうこと。また、記録を公表する
	7、引き続き公用車、雇上車の低公害車への切りかえを促進すること。また、民間事業者の低公害車購入に対する補助制度を関係機関
	8、新幹線の区内走行における「公害協定」を厳守と、在来線の騒音、振動対策の徹底をJRにもとめること。
	9、石神井川の悪臭対策を都とともにおこなうこと。
	10、ダイオキシン類土壌汚染問題については、
	11、学校以外のアスベスト対策については、
	12、区内の河川敷や公園に、人と犬とが共生できる「ドッグラン」を整備すること。
	13、浮間水再生センター周辺の緑化を推進すること。

	第5節　リサイクル促進と清掃事業の充実を
	1、東京23区清掃一部事務組合による今後の事業計画については、
	2、家庭ゴミの収集を有料化しないこと。
	3、夏季の、可燃ゴミ収集を週3回に増やすこと。
	4、家電リサイクル法に伴う低所得者への補助制度をつくること。
	5、廃プラスチックを分別・収集し、資源化すること。
	6、廃棄物の製造者責任明確化のため、「拡大生産者責任」制度を作るよう国にもとめること。
	7、7館を目標に「エコー広場館」を増設すること。

	第6節　利用しやすい交通機関をもとめて
	1、区内鉄道各駅のバリアフリー化を促進すること。そのために、以下の点をはたらきかけること。
	2、東十条駅の中十条側のバリアフリー化を促進すること。また、南口改札内をバリアフリー化するようもとめること。
	3、王子駅にエレベーターを設置するようもとめること。
	4、十条駅上り線ホーム赤羽駅方面寄りに、改札口を増設するようもとめること。
	5、地下鉄西巣鴨駅出入り口を滝野川5・6丁目にも設置するようもとめること。
	6、羽田および成田両空港と、区内を結ぶ直通アクセスの実現に努めること。
	7、コミュニティバスモデル運行の成功のために、
	8、各駅周辺の自転車駐輪場については、
	9、大型店のほか、一定の集客力をもつ事業者に対しても自転車駐輪場の設置義務を明確化させること。また、コイン式駐輪場を引き
	10、王子駅南口の営業時間を、一日も早く元にもどすこと。

	第7節　通行の安全・安心対策の充実を
	1、自転車の安全な利用をはかるために、
	2、歩道橋の必要性と利用実態を見直し、以下の地点を重点として横断歩道を設けるよう関係機関にはたらきかけること。
	3、バス停留所の段差解消は、低床バスの運行などを勘案し適切におこなうこと。
	4、障害者、高齢者の通所バスの停車場となっている王子税務署、王子北保育園前の道路改修工事がおこなわれている。歩道は、ガー
	5、商店街の解散による街路灯の廃止を避けること。
	6、「キララ舗装」や透水性舗装を促進すること。
	7、交通標識は、見やすいものに改善し、必要に応じて増設するようはたらきかけること。
	8、北とぴあ周辺の歩道・通路の地盤沈下を、抜本的に修復すること。
	9、田端駅付近の放置バイク対策を強化すること。
	10、赤羽北2丁目、北赤羽駅周辺の信号を「待ち時間表示式信号機」に替えるよう、関係機関にはたらきかけること。

	第8節　各地域のまちづくりの課題について
	1、新河岸橋の架け替えにあたり、堤防の親水化、管理道路の整備、交通アクセスの確保をはかること。また、スロープ化などバリア
	2、人口増加の浮間地域に、学校および児童館を整備すること。
	3、浮間区民センターの建て替えを計画すること。
	4、浮間、赤羽北地域の東北･上越新幹線の高架下の雨漏り対策をJRに立てさせること。
	5、旧浮間小学校跡地は、遊び場、教育関連施設等として活用すること。
	6、浮間舟渡駅北口にミニ駅前広場を整備すること。
	7、赤羽北2丁目、旧東京田辺工場跡地を公園用地として取得すること。
	8、赤羽西口周辺については、
	9、旧桐ヶ丘北小学校については、
	10、旧赤羽台中、旧赤羽台東小学校の2つの跡地は、売却をやめ、地域の防災拠点としての役割を継続させるとともに、高齢者施設
	11、赤羽台3丁目（八幡神社入り口付近）の水害対策を、ひきつづきおこなうこと。
	12、赤羽台4丁目の赤羽台さくら並木公園については、さくらまつりが実施できるよう助成すること。
	13、老朽化した赤羽公園をリニューアルするとともに、日常的な管理体制を強化すること。
	14、旧志茂小学校跡地に整備予定の志茂子ども交流館、防災広場の建設にあたっては、地元住民の意見、要望を十分に聞き、反映さ
	15、志茂3丁目の日本化薬株式会社研究所跡地を北区が取得し、公園として整備すること。
	16、旧岩淵水門（赤水門）を現状どおり保存するよう、国にはたらきかけること。
	17、旧赤羽警察署跡（赤羽2丁目）に公園を計画化すること。
	18、補助86号線の現道が存在しない区間については、計画を廃止すること。
	19、補助89号（東本通り）については、歩行者の安全確保策に努めること。
	20、補助246号線（日の出通り）にかかっていた北本通りそば横断歩道（志茂2丁目64番地と赤羽2丁目を結ぶもの）を復活さ
	21、環状七号線神谷3丁目の（株）オートバックス環7神谷店の騒音・悪臭・粉塵発生に適切な対処を続けること。
	22、東十条地域に公園・児童遊園を計画化すること。
	23、王子五丁目団地内の小学校が役割を終えた際は、
	24、王子地域に住民集会施設を整備すること。
	25、十条高台地区まちづくりは、埼京線地下化による立体化構想の推進と旧岩槻街道の拡幅整備を最重点課題として、進展をはかる
	26、豊島5・6丁目については、まちづくり計画の機をとらえて、集会施設を設置、または誘致すること。
	27、日本油脂工場跡地再開発計画（豊島4丁目）に関するまちづくりについては、地元住民の参画をはかり、要望を反映させること
	28、補助88号線計画の執行にあたっては、
	29、豊島8丁目遊び場については、住民参画で集会施設を設置、または誘致すること。
	30、王子駅南口駅前広場や堀船1丁目周辺のまちづくりについては、
	31、滝野川地域に、北区のセレモニーホール建設を計画化すること。
	32、滝野川6丁目NTT東日本社宅跡地の利活用については、
	33、南谷端公園については、再度近隣住民の声を聞き、利用改善をはかること。
	34、田端の土地区画整理事業については、
	35、田端駅のバリアフリーは東田端側、田端高台側同時に実施すること。


	第4章　区民本位の行財政改革を
	第1節　政治倫理の確立について
	1、（仮称）「北区公務員倫理条例」を制定すること。
	2、（仮称）「区幹部職員の天下り規制条例」を制定すること。
	3、幹部職員の、退職後の再就職先、並びに雇用先を、定期的に議会に報告すること。とくに、「区政会館」への元区長、副知事など
	4、区長退職金を大幅に減額すること。
	5、区長交際費をさらに縮小すること。
	6、特別職の専用車を廃止すること。
	7、職務に対し、公務員の倫理厳守は勿論のこと、誇りを持って区民に奉仕する職場環境を整えること。
	8、区議会議員の費用弁償は廃止すること。
	9、議会選出監査委員の選任は公正・公平にすること。

	第2節　公正・公平な契約をめざして
	1、不落随意契約はやめること。
	2、価格競争だけの入札決定から、総合評価方式の実施をおこなうこと。
	3、指名停止基準の強化と損害賠償額の引き上げをすること。
	4、入札制度を改善するため、
	5、（仮称）公契約条例を、以下の内容で制定すること。
	6、北区が発注する公共調達において、労働条件確保、地元建設業の育成支援、不正の防止のための指導と支援の強化をすること。ま
	7、電子入札の実施にあたっては、

	第3節　住民本位の行財政改革を
	1、（仮称）「北区住民参画条例」を制定し、形式的な「パブリック･コメント」を改めること。
	2、「北区経営改革プラン」を廃止し、住民本位の「行財政改革プラン」をつくること。
	3、公的責任をあいまいにし、住民サービスの低下、縮減等を招く、指定管理者制度の導入、外部化の推進などは見直すこと。
	4、財政運営上の「積み立て優先主義」を改め、区民本位に活用すること。
	5、人減らし最優先の職員定数管理計画を改め、計画的に新規採用をおこなうこと。
	6、職員に対して労務管理としての「目標管理」「成果主義給与」を強制しないこと。
	7、事務事業評価制度の「評価」を機械的に適用しないこと。
	8、市場化テストは導入しないこと。

	第4節　区民負担の軽減を
	1、消費税の増税計画をやめさせること。
	2、大企業への特権的優遇税制を廃止するとともに、応分の負担をもとめること。
	3、縮小された公的年金控除、廃止された老年者控除を復活させること。
	4、税の申告により国保料など社会保険料控除のつけおち防止、寡夫（寡婦）控除、医療費控除などの税負担軽減ができることを積極
	5、区独自の「障害者控除対象者認定書」の交付により、税負担の軽減となることを、保険証や保険料通知書の郵送の際などあらゆる

	第5節　自治権を拡充し、財政権確立のために
	1、東京都によるオリンピック招致をテコにした都市再生の名による無駄な大型公共事業をおこなわないよう都にもとめること。
	2、「道州制」の導入には反対すること。
	3、「都区合算規定」を廃止させること。
	4、大都市特有の行政需要に応えるため、国に「大都市交付金」を創設させること。
	5、地方税減税影響額の全額を国に補填させ、都区財調財源への影響をなくすこと。
	6、都、区への補填策を伴わない国庫支出金の削減をやめさせること。また、影響額完全補填策をとらない補助金の一般財源化には反
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